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研究ノート
教育の生産に関する考察＊
舟場拓司
A Note on the Production of Education 
Takuji FUNABA 
Abstract 
In this note I attempt to explain the behavior of the ratio of pupils to teachers at a particular educational 
level. I introduce an occupation choice model and a determination model of class size, and consider the 
nature・of the teaching occupation and the externality of a clas. 
Key words: the number of pupils per teacher, occupation choice, a dispersion of wages, externality of 
schooling 
抄録
本稿では、職業選択モデルによる教員の労働供給側面と、クラスでの教育・学習の外部性に注目した学
級規模決定モデルによる教員の労働需要側面を結びつけて、生徒ー教員比率の動きの説明を試みる。
キーワード：在学者ー教員比率、職業選択、賃金分散、教育の外部効果
＊本研究の一部は、平成12年度関西大学学部共同研究費によって行った。
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人的資本に関する研究が始まって以来、教育に関する経済分析が非常に多くなされてき
ている。最近では、内生成長理論において人的資本が重要な役割を演じているという主張
もあって (Lucas1988)、人的資本投資一特に、教育ーを対象にした研究が大きく進展し
ている。本稿では、教育サービスの生産に着目して、これから展開される論点を明らかに
したい。 I)
本稿の組み立ては次の通りである。 I節では、わが国の、 1948年から2001年までの小学
校、中学校、および高等学校の児童•生徒在学数と教員数の推移を観察する。どの学校区
分においても、児童または生徒ー教員比率は低下しているが、 1960年代の第一次低下は教
員数の増加のため、 1980年代以降の第二次低下は児童• 生徒数の減少のために、見かけ上
は、そのような事象が発生しているということがわかる。 1I節では、まず、賃金の変動の
程度を基準に、職業選択の観点から、個人がどのような場合に、賃金変動の小さな職業一
教育サービスーに従事する意思決定を行うかを論じた、 FredrickFlyer and Sherwin Rosen 
(1997)による分析を紹介する。キャリアを中断する可能性の高い、換言すると、ライフ
サイクルにしめる労働期間の割合の低い個人が賃金変動の小さい職業に就くということが
わかる。ついで、 EdwardP. Lazear (2001)の学級規模決定モデルを紹介する。教室での
授業が外部性を持つという観点から、学級規模の決定を論じる。このモデルに、教員の効
率単位で測定した学級規模という単位を導入し、教員の労働供給サイドの特性を織り込ん
で、議論する。 Il節は、児童または生徒ー教員比率の長期的低下と教育生産の関係をさら
に吟味するために何をしなければならないかを論じて終える。
I. 在学者数と教員数の推移
この節では、『学校基本調査』を用いて、 1948年から2001年までの期間における、小学校、
中学校、および高等学校の在学者数と教員数の推移を観察する。
小学校および中学校在学者数の動きは各コーホートの人口の変動にあわせて動く。 1960
年代は低下傾向を示し、 1970年代には漸増、その後、小学校では1980年頃より、中学校で
は1985年頃より減少している。他方、高校では、高校進学率の上昇2) とともに在学者数も
増加し、 1966年以降、中学校と同じような趨勢を示す。
1)教育問題に関する最近の経済学的分析として、小塩隆士 (2002)や伊藤隆俊・西村和雄 (2003)がある。 George
A. Akerlof and Rachel E. Kranton (2002) は学校での児童• 生徒・学生の教育生産活動を経済学的に分析するた
めの準備として社会学や心理学関連の文献を展望している。
2)高校への進学率は、高校の通信制課程（本科）への進学者を除くと、 1950年には42.5%、1966年には72.3%、
1974年には90.8%、1992年には95.0%と上昇している（「学校基本調査J)。
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教員数は、小学校では1980年頃まで、中学校では1990年頃まで漸増傾向であった。ただ
し、中学校では、 1960年代にわずかに減少した。小学校、中学校ともに、その後は減少し
ている。高校は進学率が大幅に上昇した時期の1960年代半ばまで教員数が急増した。それ
以後も漸増し続け、 1992年より微減に転じている。
これら在学者数と教員数の動きを組み合わせた、児童または生徒ー教員比率の対数値の
推移が図 1に示されている。通時的な傾向として、 どの学校区分においても児童または生
徒ー教員比率は低下している。比率の数値で見ると、小学校では1948年の38.17、中学校
では1956年の29.69,高校では1965年の26.21が最高値であり、それらの水準から2001年には、
小学校では17.89,中学校では15.62,高校では15.24に低下している。
図1 児童または生徒ー教員比率対数値
1-+-,1ヽ学校児童最員比寧→—中学校生徒最貝比率......高等学校生徒激員比率 I
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このような児童または生徒ー教員比率の動きは、児童数• 生徒数の増加したことによっ
て教員雇用が増加したことと、児童数• 生徒数が減少期を迎えても、教員数は減らないと
いうことを主に反映しそうである。さらに、学級規模を小さくするという近年の施策によ
っても、児童または生徒ー教員比率の低下が観察されるのであろう。次節では、教員の供
給サイドの議論と、学級規模の決定ー教員の需要サイドーの議論とを結ぴつけながら、考
察を続ける。
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l. 教員の供給と学級規模の決定
この節では、まず、 Flyerand Rosen (1997) による職業選択モデル（以後F-Rモデルと
記する）を紹介し、教員の供給を検討する。この議論は、賃金安定度によって職業を分類
し、個人の職業選択を論じている。次に、 Lazear(2001)の学級規模決定、換言すると、
教員数の決定モデルを紹介する。これは、学級での授業が公共財的側面を持つという点か
らモデルを作り、最適学級規模を導出する。最適学級規模の導出に、供給サイドの結果を
入れて、議論する。
Il -1 • Flyer-Rosenモデル
このモデルは、初等教育に従事している教員は女性が多いという事実に着目して、それ
がなぜ生起するかを考察する。つまり、初等教育教員はキャリアの中断に伴う損失が小さ
い類の職業であり、そういった中断のために労働市場で活動する割合が低くなると予想す
る個人は（相対的に男性よりも女性が多そうである）、損失の少ない職業を選択するであ
ろうということである。
このモデルは二期間、二職業モデルである。二期間のうち第一期は人的資本投資に当て
られ、第二期に労働市場に参入する。職業は賃金の分散によって二種類に分類される。一
つは高分散職業hであり、もう一つは低分散職業 lである。賃金率をR、人的資本水準を
K、働いでいる時間の割合を 0で表す。職業lとhそれぞれにおける予想賃金は、
(1) ORK 
(2) f 8 R,Kf(Rh)dRh 
で与えられる。
この場合、職業 lでは賃金率が確定しているが、職業hでは賃金率が確率密度関数
f(Rh)に従っていると仮定している。したがって、労働市場に参入する前に、職業 lの賃
金率は個人には既知であるが、職業hの賃金率は分布しかわからず、事後的に確定する。
人的資本の蓄積は
(3) K=(l-q(l-8))k(I) 
で表される。ここで、 qは人的資本減耗率であり、働いていない時間の割合との積だけ減
耗する。 Kは人的資本投資関数で、k'>O,k"く0とする。 Iは第一期の人的資本投資である。
F-Rモデルでは、ここから、第二期のはじめに、高分散職業に就いた個人が、事後的に
賃金率が確定した後、費用 Cを払って、低分散職業に移動できるという状況の下で、高分
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散職業で働き続ける選択をするための留保賃金を出している。さらに、仕事をしている時
間の割合が大きい (8が大きい）個人ほど、またはキャリアを中断しそうにない個人ほど、
高分散職業に参入しそうであり、人的資本減耗率が低い (qが低い）職業には、働く時間
の割合の低い (8の小さい）個人が参入しそうであると導く 3)。
本稿では4)、教員の賃金率はほぼ確定と見なされるので、低分散職業と考える。すると、
教員は低分散職業における純稼得の方が、高分散職業における純稼得よりも大きい個人で
ある。低分散職業における純稼得Viは、 (3)式を (1)式に代入して、投資費用を引い
たもの
(4) Vi= 8 R,(1-q(l-8))k(J)-J 
として記述される。最適投資水準は (4) を最大にするための一次条件として
(5) k'(I)=ll 8 R,(1-q(l-8)) 
を満たす Iとして与えられる。 (5)式から、 auao >O, auaq<O. すなわち、低分散
職業を選択したという条件の下で、働いている時間の割合が低いほど、人的資本減耗率が
高いほど、人的資本投資は低下する。
教えるという仕事の効率性を eで表す。この eの水準が人的資本投資水準 Iに依存する
と仮定する： e =e(J)。ただし、 e'>O,e"<O. 人的資本投資が多いほど、教員としての能力
が高まるとする。先述の議論より、人的資本投資 Iは働いている時間の割合0と人的資本
減耗率qに依存するので、効率性関数は
(6) e=e(B,qJ, ae1ao>o, ae!aq<O 
と表せるとする。
ll-2. Lazearモデル
学級規模、ひいては教員数決定を分析するモデルがLazear(2001)によって構築された。
このモデルは教室での教育・学習の公共財的側面を強調する。すなわち、一人の生徒によ
る授業妨害（立ち歩いたり、大声を出したりすることから、他のすべての級友が理解して
いる（または理解していない）内容の質問をすることまで）は他の生徒がいくらきちんと
していても、教員の教育時間や本人だけでなく他の生徒の学習時間を奪うことによって、
教室での教育上の生産を奪うことになると考える。
3) この議論から、 qが低い職業は、 0の大きい個人が多い（平均的に男性よりも女性が多い）低分散職業であると
いう仮説が立てられる。付論では、産業間で女性労働占有率と賃金の分散の関係を簡単に検討するが、この仮説
と一致する結果は得られない。
4)たとえば、休業割合などを比較して、教員の 0が他の職業に比べて小さいかどうか確認する作業は今後の課題で
ある。
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具体的モデルは次の通りである。 Vで一定の時間に授業妨害が全く生じないときに実現
される生徒一人あたりの教育・学習の価値を、 pで一定の時間に一人の生徒が授業に集中
している割合を示す。規模nのクラスにおいて、授業妨害が生じない確率はp"である。こ
れが教室での教育・学習の公共財的側面を表している。一人でも逸脱した行動をとった場
合、授業が妨害されるのであるから、全員が集中しない限り、授業が十分円滑に行われな
いということである。 Wを一クラスにかかる費用（教員の賃金、教室の設備費用などから
構成される）とする。
ここで、前の副節で得た効率性に関する式をLazearモデルに組み込む。生徒数をz、教
員数をmとすると、学級規模はn=Zlmである。教員数を効率単位で測定して、クラス規
模を表すと、 Zlem=(lle)nとなる。扱いやすさのため、 b=lleとして、 bで非効率性を表
す。 eが上昇（下落）すると、 bは下落（上昇）する。学校が私的企業と同じように利潤
最大化行動をとるとすると、学校は生徒一人あたり利潤冗、
(7) 1: =Vp""-Wln 
を最大にするように、 nを決定する。最大化のための一次条件は
(8) d11:ldn=bVp""lnp+Wfが=O.
一次条件の (8)式を使って比較静学分析をすると、特にdn/db<Oということがわかる。
5)教育労働の効率単位が低下すると（上昇すると）、学級規模は拡大する（縮小する）。非
効率指標 bは0とqに依存するので、そのことを考慮すると、ライフサイクルにしめる、
働いている時間の割合が低いほど（これは 0が低いことを指す）、人的資本減耗率が高い
ほど（これは qが高いことを指す）、非効率性が増し、学級規模を小さくしなければなら
ないことを意味する。
m. 議論
教員の供給要因が教育生産において影響を及ぼしそうであることが確認された。しかし、
前節の分析では、学校が私的企業の利潤最大化行動と同じように行動するとされている。
わが国では、小中学校のほとんどが公立であり、それにあわせて、分析枠組みを修正しな
5) (8)式を全微分して整理すると、
[Vb'(p畑．切pf-2Wln'Jdn=(-bp'"'・lnp)dV-(lfが）dW 
-[Vb'np'"'-1・lnp+ Vbp1"'・1Jdp-[V; が"'・lnp+Vbn(p'"'・lnp)'Jdb 
dnの係数は、利潤最大化の二次条件が満たされているとすると、負である。これにより符号の確定している項
からdnldV<O,dn/dW>O. dpとdbの係数は不確定であるが、もっともらしい範囲のb,n, pに対して、 dn/dp>O,
dnldb<O. たとえば、 b=l.1,n=30, p=0.98のときに十分成り立つ。
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ければならない。また、この観点から、教職を選択する個人の職業選択行動、教員の賃金・
雇用構造についてもさらに考察が加えられねばならない。
特に、小学校・中学校の教員は女性労働者の割合が大きい職業と思われる。『地方公務
員給与の実態』と『賃金構造基本統計調査』から、前者によって小中学校教員（大卒・男
女計）の、後者によって大卒女子の平均勤続年数をとり、比べると、 1980年では17.5年対
4.5年、 1990年では14.5年対5.3年、 2000年では19.2年対6.3年となっている。このことからも、
個人の職業選択行動の分析が教育の生産を考えるにあたって肝要であるとわかる。
I節で見たように、児童または生徒ー教員比率は低下し続けているが、この趨勢をもた
らしているものがコーホート人口の推移であるとするのは短絡的である。特に、初等教育
と前期中等教育における教育の生産を理解するために、分子の数の変化だけでなく、分子
の質や分母の数と質の変化も料酌する必要がある。
本稿で欠落している重要な問題を最後に指摘する。それは、教室の授業が公共財的性格
を持つのと同じように、初等・中等教育もマクロ的に大きな外部性を持つ。教育の費用と
便益の分析は教育の生産をマクロ的に分析する上で欠かせない。
付論
この付論では女性労働者の割合と賃金の分散の関係を、産業別のデータを使って調べる。
使用するデータは2000年、 2001年、 2002年の『賃金センサス』第2巻産業中分類、第3表
から取られる。回帰式は
FvVVC=X (1+DYy +DI 8 + E 
である。 Xは定数項を含む独立変数行列、
DYは年次ダミー変数 (2つ）、 DIは産業大
分類ダミー変数 (6つ）である。 o、y、
8はそれぞれ係数ベクトル、 cは攪乱項ベ
クトルである。
従属変数FvVVCに女性賃金十分位分散係
数を用いて、その産業における女性労働者
割合を含む三つのOLS回帰結果が表 lAで
与えられる。三つのケースとも女性労働者
割合の係数は正であり ((ii)と (ii)の場
従属変数
独立変数
R' 
標本数
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表lA 女性賃金分散と女性労働者割合
女性賃金十分位分散係数
(i) (ii) 
女性労働者 0.0715 0.11刀
割合 (0.0462) (0.0426) 
女性賃金水 0.0016 
準 (0.0002) 
女性—男性賃
金比率
年次ダミー、産業大分類ダミー
0.153 0.319 
189 189 
(iii) 
0.1012 
(0.0369) 
0.0017 
(0.0002) 
-0. 7288 
(-0.0990) 
0.475 
189 
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合が 5%で有意）、女性労働者の占める割合が高くなるほど、賃金のばらつきは大きくな
りそうである。また、女性の賃金水準（産業の女性賃金の中位数）が高くなるほど、賃金
のばらつきは大きくなる。しかし、女性一男性賃金比率（産業の女性賃金中位数と男性賃
金中位数の比率）の符号は負で有意である、女性―男性間の賃金格差縮小は女子賃金のば
らつきを縮小する。この二つの反対する符号を持つ賃金上昇の効果は、ほぼ相殺しあう。
本文で述べられたような、女性が男性よりもキャリアを中断しそうであり (0が低い）、
賃金分散の低い職業に就きそうであるという予測は、この付論のおおざっぱな産業別（職
業別でない）の標本に基づく分析では確認されなかった。なお、精査が必要である。
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